	経済情勢トピックス《訪日外国人客の消費への影響》


	訪日外国人客は増加傾向にあり、今年もその勢いは止まらず、10月末現在で早くも過去最高を記録した昨年の訪日外国人数を上回るペースで推移している。
　大阪では、一人当たり旅行支出の多い中国人の旅行客の比率が高いことに特徴があり、中国人を中心に訪日外国人が百貨店などで多くの消費・宿泊を行っています。訪日外国人が消費に占める割合はまだまだ小さいものの、大きな伸びしろがあるだけに、その動向をいかに獲得するかが今後注目されます。


１　はじめに
最近、訪日外国人客が急増してます。平成25年には訪日外国人客は合計で1,000万人を突破して過去最高を記録しましたが、26年では１～10月の累計で早くもその記録を上回り、年間では1300万人前後になると予想されています。また、関西国際空港における国際線外国人旅客数が26年10月で32ヶ月連続で増加しているように、訪日外国人客が急増しているのは大阪においても同様です。
訪日外国人客が急増している背景には、東アジアや東南アジア諸国に対する訪日ビザの発給要件の緩和等
に加え、円安によって日本旅行が割安になったこと、LCC（ローコストキャリア）をはじめたとした国際線旅客便数の増加が考えられます。それに加えて大阪では、USJにおいてハリーポッターの新エリアが今年7月にオープンし、国内外からの観光客を集めていることも影響しています
。
　以上のことを踏まえて、大阪における訪日外国人客の急増による影響について、消費動向を中心にみていきます。
２　訪日外国人客による消費

　大阪に来る訪日外国人客はどのような状況にあるのでしょうか。訪日外国人客の大阪府への訪問率は35.1％で、全国第２位となっています
。
図表１は、25年における国籍別の外国人訪問率の都道府県比較を行ったものですが、大阪府は、他の地域と比較して中国人の訪問率が高いという特徴があります。

図表１　外国人訪問率（観光・レジャー目的；25年計）
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（出所）観光庁「訪日外国人消費動向調査」
訪日外国人客の消費額について、26年7～9月期の費用別旅行支出では（図表２）、中国人の旅行支出が多いだけでなく、買い物代としての支出も大きくなっています。買い物代の中身では、カメラ・時計などの電気製品、化粧品、洋服などで支出金額が多くなっています。大阪では、中国からの観光客が多いため、それだけ外国人からの消費額が大きいことが推測されます。

図表２　訪日外国人客の一人当たり旅行支出
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（出所）観光庁「訪日外国人消費動向　平成26年7－9月期」
大阪市内の百貨店の動向から外国人の消費を考察すると、大丸心斎橋店では3～8月の免税売上高は前年同期比53％増で、同店の売上高の4.6％を占めたことや、高島屋大阪店では3～8月の免税売上高は前年同期比33.3％となり、同店の売上高の2.5％を占めるなど、大阪では、難波・心斎橋の店舗を中心に急増している状況にあります。

加えて、26年10月から免税対象品の拡大が行われた
ことも外国人消費の追い風になっています。全国の46百貨店の10月の免税販売額は、前年比2.2倍の86億7000円となっています。在阪の百貨店でも同様
で、多くの店舗で免税対象品の売り上げが倍以上となっており、大丸心斎橋店では、売上高に占める割合が10％を超えました。

　このような状況を踏まえ、日本銀行大阪支店では売上高に占める訪日外国人客の割合を試算しており、百貨店・家電量販店・ドラッグストアのすべての業態において26年の比率は上昇傾向になっています（図表３）。
図表３　売上高に占める訪日外国人客の比率（近畿）
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（出所）日本銀行大阪支店（2014）「訪日外国人客による消費が近畿の個人消費にもたらす効果について」
３　訪日外国人客による宿泊
宿泊業でも訪日外国人客の増加の影響を受けます。図表４は、25年における国籍別の外国人延べ宿泊客数を図示したものですが、大阪府には東京都に次いで全国第２位の延べ宿泊客数に加え、大阪府では東アジアからの観光客の宿泊客の割合が高くなっているのは、図表１と同様です。
　また、国内旅行客等の宿泊も含まれていますが、大阪府のホテルの客室稼働率では、26年7～9月期で、リゾートホテルは75.4％、ビジネスホテルは78.0％、シティホテルは85.5％と、どの区分においても全国よりも稼働率が高くなっています
。最近の動向として、大阪市内の主要ホテルからは、外国人旅行客の増加、USJ効果、天候効果等の影響により、客室稼働率や平均単価が増加しているといった声が聞かれます
。
図表４　外国人延べ宿泊客数（25年計）
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（出所）観光庁「宿泊旅行統計調査」
（注）下段は延べ宿泊者数。宿泊客数の多い上位5都府県のみ。

３　おわりに
訪日外国人が消費に占める割合は、まだまだ小さいですが、今後も伸びしろが大いににある分野です。大阪には多くの外国人が来ているとは言っても、訪問率では35.1％であり、まだまだ伸ばす余地は多く残っています。
　多くの外国人に大阪に来てもらうためには、交通アクセス等をよくすることは無論重要ですが、大阪に訪問してもらうようにPRすることも重要です。それについて、大阪だけの努力もありますが、関西へと視点を広げると、関西は大都市・歴史都市・温泉街・自然などの観光資源が多くあるとともに、メインで訪問する外国人旅行客が異なっているという特徴がある地域です。そのため、関西で協力してPRすることによって、今までに取り込めていなかった国籍の人にもPRできるようになるために、連携してPRしていくことが重要だと思われます。

（佐野　浩）
� 22年7月には中国における個人観光ビザの発給地域を拡大し、25年7月にはタイ・マレーシアにおいてビザ免除、25年7月以降東南アジアや中東において数次ビザの発給を開始した。


� USJの入場者数は、8月以降3ヶ月連続で過去最高を更新している（8月：133万人、9月135万人、10月146万人）。また入場客数の割合でも、従来は関西圏6割、関西圏以外4割が、それ以降では関西圏4割、関西圏以外6割とその比率が逆転しています。


� 観光庁「訪日外国人消費動向調査」26年7～9月期の都道府県別の訪問率参照。


� 免税対象品では、食品や化粧品、薬などの消耗品までに対象が広がり、消耗品は1人で店ごとに1日計5千円超～50万円以下の買い物が免税対象となった。


� 百貨店全体の売上高に占める免税品の割合は、現在1％以下である。むろん百貨店において濃淡があり、免税品販売比率が多いと思われる三越銀座店では、4～9月では約8％、10月は15％に達したとのことである（日本経済新聞、11/20）。


� 観光庁「宿泊旅行統計調査」平成26年4～6月参照。


� 日本経済新聞社による大阪市内主要14ホテルの客室稼働率では、8月は台風などの天候不順により減少したが、それまで23ヶ月連続で前年を上回っており、9月・10月も前年を上回ったことがある。





